
南山大学・外国語学部・教授

科学研究費助成事業　　研究成果報告書

様　式　Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９ （共通）

機関番号：

研究種目：

課題番号：

研究課題名（和文）

研究代表者

研究課題名（英文）

交付決定額（研究期間全体）：（直接経費）

３３９１７

基盤研究(B)（一般）

2022～2020

現代中国の権威主義体制に関する総合的研究－ガバナンスの正統性をめぐって

Comprehensive Research on Authoritarian Regime in Contemporary China: In Search 
for the Legitimacy of Governance

２０３２６４０８研究者番号：

江口　伸吾（Eguchi, Shingo）

研究期間：

２０Ｈ０４４２８

年 月 日現在  ５   ６   ２

円    11,200,000

研究成果の概要（和文）：　本研究は、現代中国における党・国家によるガバナンスの実践、そこから導き出さ
れる中国型の権威主義体制の特徴を明らかにした。とくに(1) 中国共産党の指導理論、(2) 政治思想史における
西欧との比較考察、(3) 国家・社会ガバナンス、(4) 経済・市場ガバナンス、(5) 国際関係の各論点におけるガ
バナンスの実態と問題点を考察した。この結果、中国の権威主義体制の正統性として、従来のナショナリズム、
経済成長ばかりではなく、むしろ民主的アカウンタビリティ、法治システムの改善が求められることを明らかに
した。

研究成果の概要（英文）：　This study clarified the governance practices of the Party and the state 
in contemporary China and the characteristics of the Chinese-style authoritarian system derived from
 these practices. In particular, the study examined the actual situation and problems of governance 
in terms of (1) the leadership theory of the Chinese Communist Party, (2) comparative study with the
 West in the history of political thought, (3) state and social governance, (4) economic and market 
governance, and (5) international relations. The results revealed that the legitimacy of China's 
authoritarian regime requires not only traditional nationalism and economic growth, but rather 
democratic accountability and improvement of the rule of law system.

研究分野：現代中国政治・政治社会論
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、現代中国の権威主義体制の特質や問題点を考察した。中国の権威主義体制は、中国の国際社会におけ
る存在感の増大に伴い、国際的な関心が高まった一方、その実態は必ずしも十分に明らかにされていない。とく
に隣国の日本では、安全保障上の危機意識とも重なり、その実態の解明は不可欠となっている。本研究は、ガバ
ナンスという視点から、中国の権威主義体制を多角的に捉え、その実態の一端を明らかにしたとともに、日本の
中国との向き合い方に示唆を与えるものとして位置付けられる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
 現代中国の政治体制を考察する重要な論点の一つとして、その権威主義的な特徴が論じられ
てきた。とくにリンスによる「限定された多元主義」を特徴とする「非全体主義、非民主主義的
な政治システム」としての権威主義の概念などを参照しながら、現代中国の政治体制の特質が論
じられた(毛里、1995)。また、この概念は、共産党による一党支配を貫徹する一方、改革開放以
降のグローバル化を背景にした市場経済化による政治社会の流動化、多元化が促進するなか、両
者を包摂し続ける政治体制の特徴を考察する上で有効であり続けた。さらには、近年、中国をは
じめとする新興国、発展途上国において権威主義が広まり、進化する権威主義が指摘されると同
時に(宇山、2019)、「民主主義の後退(democratic recession)」も論議され(川中、2018)、民主
主義と権威主義の関係性の変化をめぐる動向にも関心が集まった。 
このような権威主義に対する関心の高まりのなか、その象徴的な存在である中国の権威主義
体制の分析は、主として、共産党の支配の強靭性に着目しながら、政治学、政治社会学のアプロ
ーチによる制度的な実証研究が進められてきた(加茂・小嶋・星野・武内、2012、菱田・鈴木、
2016)。しかし、2013 年の党第 18期三中全会で「ガバナンス(「治理」)」の現代化が強調され、
国家と社会の双方向性を重視しながら如何にして党・国家の意思決定を効率的に実施すること
ができるか否かが課題となるなか、その影響は政治制度や政治社会ばかりでなく、広く歴史・文
化、経済社会、企業活動などの多岐にわたる非政治的領域にも及び、それらのガバナンスの相互
連関性に基づいた権威主義体制の実態を考察する課題がもたらされた。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、現代中国の権威主義体制におけるガバナンスに関わる個別的な各領域をと
りあげ、多角的、総合的に考察することにより、その構造的構成体としてのガバナンスの特質を
明らかにすることにある。すなわち、①中国共産党の指導理論、②西欧・中国政治思想における
民主主義・権威主義に関する比較考察、③国家・社会ガバナンス、④経済・市場ガバナンス、⑤
中国をめぐる国際関係と「権威主義的平和」の検討といった各領域から現代中国の権威主義体制
におけるガバナンスの諸動向を多角的に問い直し、それらの相互連関性に基づいた構造的構成
体としての権威主義体制の重層的な実態を明らかにする。また、現代中国の権威主義体制におけ
るガバナンスの正統性の政治的、社会的根拠を検討するとともに、近年の国際社会における権威
主義の復権という文脈のなかで中国の権威主義の特徴を考察することにより、権威主義に関す
る比較考察の視座を提示することを試みる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、現代中国の権威主義体制を分析対象として、政治学、政治思想、政治社会学、社
会学、経済学、国際関係論などの各アプローチを用いて、その特徴を多角的に考察する。とくに
党 19期全国代表大会における習近平による「新時代の中国の特色ある社会主義」思想の提起を
契機として進化するガバナンスの各領域における実践過程を分析対象とし、研究代表者、研究分
担者の各アプローチを用いて、①各領域(中国共産党の指導理論、政治思想における比較考察、
国家・社会ガバナンス、経済・市場ガバナンス、国際関係)におけるガバナンスの実践、②それ
らの相互連関性に基づいた構造的構成体としての権威主義体制の実態、③ガバナンスの正統性
の政治的、社会的根拠を明らかにする。 
 
４．研究成果 
 本研究において、以下の各論点において研究成果を公表した。 
(1) 政治思想史、政治学のアプローチにからガバナンスの概念を検討し、現代中国の政治体制の
変化に関する比較考察の視点を提示した。とくにガバナンスの概念は、20 世紀後半、グローバ
ル化に伴って増大した非国家的な主体をその属性である水平的なネットワークとともに秩序形
成やルール形成に組み入れる論理として注目された一方、中国においても、「治理」として紹介
され、執政党や政府だけでなく社会集団や国民一人ひとりも様々な形態で政治に参加している
実態を捉える幅広い概念としてとりいれられた(宇野・江口・加茂・李・堀口・遠藤・佐藤・唐、
2022:5-9)。他方、中国におけるガバナンスの概念は、兪可平が国家の目的合理性を体現するも
のとも指摘しており、中国の固有な政治的、社会的文脈において、党の一党支配を正当化する論
理として機能している側面を明らかにする課題を提示した(江口、2021a:13-19)。 
 
(2) 政治思想史、政治学のアプローチに基づいた西欧と中国との比較考察から、中国の政治的発
展、権威主義体制に関する考察を進めた。西洋では歴史的に非常に強力な中間団体が存在し、代
議制デモクラシーが発展したことと比べて、中国にはそのような中間団体が欠けていることに
より専制支配の構造が生まれてデモクラシーが大きく制約された一方、中国の政治的発展を考
察する場合、中国の制度的側面だけでなく、むしろ政治社会の構造的な変化の中から、民主的ア
カウンタビリティ、法の支配の可否を検討することが重要になることが指摘された(宇野重規「中
国の『デモクラシー』-ガバナンス論で読み解く中国の政治的発展」2023 年 1月 22 日報告)。ま



た、1980 年代に呉稼祥、蕭功秦、王滬寧などによって繰り広げられた「新権威主義」論争をとり
あげ、中産階層が欠如した当時の中国社会において、強い指導者による「新しい権威」の確立と
安定的な政治発展が期待された中国社会の実態(強い国家と弱い社会)が分析されたとともに、
それを相対化する一つの方法として前近代から続く自治の伝統の検討が求められることが指摘
された(李暁東「中国における『権威主義』の系譜と考察」2023 年 1月 22 日報告)。 
 
(3) 党のガバナンスに関する政策動向とその方向性を明らかにした。とくに「中共中央による改
革の全面的な深化に関する若干の重大問題の決定」(2013 年 11 月)において、改革の全面的な深
化の総目標はとして「国家ガバナンス体系とガバナンス能力の現代化」の推進されたことをとり
あげ、現代中国の政治統合は、党・国家が社会を一方向的にコントロールし、社会的な安定を維
持することに力点が置かれた社会管理から、むしろ両者が双方向的にとりくむ政治手法として
のガバナンス(「治理」)へと移行し、社会の変化に機能的、効率的に対処することが強く求めら
れていることを明らかにした。また、習近平による「小康社会の全面的完成の決戦に勝利し、新
時代の中国の特色ある社会主義の偉大な勝利を勝ち取ろう」(2017 年 10 月)と題する政治報告に
おいて、2020～35 年を第一段階として「国家ガバナンス体系とガバナンス能力の現代化」を基
本的に実現し、且つ 2035 年～今世紀中葉までを第二段階としてそれを完成させ、ひいては社会
主義現代化強国を築くことが強調され、ガバナンスの現代化が中長期にわたる試みであること
が指摘された(江口、2021a:11-13)。 
 
(4) 現代中国のガバナンスの現代化の試みの一つとして、「協商民主(deliberative democracy)」
制度を考察した。権威主義体制の脆弱性として指導者と社会との間の緊張を和らげるメカニズ
ムを構築することが難しいことがあげられるが、中国では、「社会協商対話制度」(1987 年)、「公
民の秩序ある政治参加の拡大」(2000 年)、「協商民主」(2012 年)の導入を図ることによってそれ
に対応し、一党支配を貫徹しながら、多様化する社会を包摂するメカニズムを構築してきた(加
茂、2020)。また、中国の社会主義民主は「選挙民主」と「協商民主」から成り立つが、前者を
限定的に運用しながら、後者の民主化を進め、一党支配の体制を維持しながら現実的な諸問題を
解決する機能を高めることを試みており、いわゆる中国型の民主と権威主義体制との間には親
和性があることが指摘された(江口、2021a: 213-232)。さらには、「協商民主」の事例の一つと
して、胡錦濤指導部における浙江省温嶺市の「民主懇談」があげられるが、習近平指導部への移
行に伴って民主的対話の形骸化も進んだ(江口、2021a:221-224、加茂具樹「温嶺模式 Ver.3.0」
2021 年 9月 12 日報告)。 
 
(5) 現代中国の社会ガバナンスに関する動向を整理した。とくに「国家ガバナンス体系とガバナ
ンス能力の現代化」(2013 年)において強調された「社会ガバナンス体制の革新」に焦点を当て、
その具体的なイノベーションの試みとしての「グリッド管理(grid governance、網格化管理)」
を考察した。グリッド管理は、胡錦濤指導部の発足間もない SARS 危機(2002)への対応と軌を一
つにして始まり、習近平指導部における新型コロナウィルス感染症のパンデミック(2019)とそ
の封じ込めに効果を発揮したガバナンスの新たな方法として注目を集めた(江口、2021b)。例え
ば、習近平指導部が発足した 2012 年から北京市西城区で進められたフルレスポンス(「全響応」)・
グリッド管理では、情報・デジタル技術を駆使することにより、社会サービスの領域を中心して、
①民意の動向の「全面的な感知」、②民情・民意の「速やかな伝達」、③民情・民意への「積極的
な応答」、④多様なアクターの社会ガバナンスへの「多元的な参加」が進められ、流動化、多元
化する社会に機敏に反応する双方向性に基づいた国家・社会関係の再構築が進められた。他方、
これは、政治的民主化に向かう可能性を示唆するものではなく、むしろ情報・デジタル技術の導
入により、党・国家がこれらの自律化した社会空間と対立を回避しながら、党・国家にこれらを
包摂する新たな能力を与えた(江口、2022:123-129、唐、2021)。 
 
(6) 中国の経済・市場ガバナンスの特徴として、しばしば「国家資本主義」に基づく中国型の市
場経済が指摘される一方、その実態は上からの制度・規範ばかりでなく、下からの受容・抵抗、
分業と組織化による重層的な関係性のなかで形成されている。とくに中国の「経済的自由主義」
に論議では、ウィットフォーゲルが指摘するように、国家と共同体は緊張関係にあると同時に、
私的な民間勢力が国家に脅威とならない対策が施され、また共同体それ自体が有力者と繋がる
といった重層的、且つ可変的な関係性が築かれ、一元的な統治に収斂しない権威主義的な経済秩
序の特徴がみられる(堀口、2022:173-179)。また、中国の国有企業改革の過程において、経済的
合理性からコーポレート・ガバナンスが広く導入された一方、企業内における党の指導的影響力
も保持されており、権威主義的なシステムと経済的自由主義の共棲が図られた(唐、2023、唐燕
霞「中国国有企業のコーポレート・ガバナンス研究」2021 年 3月 8日報告)。 
 
(7) 国際社会における中国の存在感の増大は、必然的にグローバル・ガバナンスにも影響を与え
た。とくに習近平指導部による対外政策は自己主張を強め、リベラルな国際秩序が維持されるの
か、あるいは中国流のグローバル・ガバナンスや国際秩序がつくられるのかといった論点がとり
あげられるようになり、リベラルな立場からグローバルな秩序変革を如何にして育成できるか
が課題となった(宇野・江口・加茂・李・堀口・遠藤・佐藤・唐、2022:25-31、遠藤誠治「グロ



ーバル・ガバナンスと中国」2022 年 1 月 30 日報告)。また、中国の対外政策の特徴の一つとし
て、権威主義国家が自国の利益と目的達成のため、自由民主主義諸国との間の自由の非対称性を
利用するシャープ・パワーを用いる一方、それが自由民主議諸国、とりわけ周辺諸国に対して「わ
れわれ」意識を再構成化する「安全保障化」を促し、民主主義の脆弱性を補強するとともにそこ
に働く排除の論理が開かれた社会としての自由民主主義・多文化主義の後退にもつながるリス
クを孕んでいることが指摘された(Fukuhara・Sato、2021、佐藤壮「中国のシャープ・パワーの
安全保障化とガバナンスへの影響」2023 年 1月 22 日報告)。 
 
(8) 以上の各領域における考察を踏まえて、中国の国内外における党・国家によるガバナンス、
それが依拠する権威主義体制の統治の正統性(legitimacy)は如何にして担保されるのか否かを
検討した。とくに従来からナショナリズム、経済成長がその正統性を提供した一方、それらが将
来的に抱える両義性と不透明性ゆえに、多様化する社会の側からの圧力の高まりに対応した民
主的なアカウンタビリティが必要とされ、さらにはそれを制度的に保障する法治の仕組みの形
成が課題となっていることが強調された(宇野・江口・加茂・李・堀口・遠藤・佐藤・唐、2022:33-
37、李、2023)。また、基層社会におけるアカウンタビリティ、「協商民主」、大衆路線のそれぞ
れがとりあげられ、これらが党・国家と社会との対話のメカニズムの構築を促した一方、いずれ
においても制度的な民主化を回避しながら両者の関係性の強化が試みられていたことが明らか
にされた(江口、2022:129-132)。 
 
(9) 以上の論点にみられる現代中国におけるガバナンスの諸実践は、胡錦濤指導部から習近平
指導部への移行に伴い、グローバルな動向との連動性よりは、むしろ党・国家の指導の強化と親
和性を有し、権威主義的な政治体制の政治的、社会的基盤を提供しつつあることを示唆する。す
なわち、党の指導を維持するとともに、各領域におけるガバナンスのイノベーションを介して、
民主化を回避しながら党・国家と社会との間の回路を構築することが進められた。他方、ポスト
改革開放が問われる変革期を迎えた中国において、今後この回路では包摂できない社会問題が
増加した場合、民主的契機の拡大を含む新たな回路の再構築という政治的安定のための政策的
な選択肢との乖離も一層深まることも予想される。とくに 2022 年 11 月末に起こった「白紙運
動」とゼロ・コロナ政策の転換は、コロナ禍に蓄積した民衆の不満を党・国家と社会との回路を
通して包摂できなかった一つの事例を提示した(江口伸吾「中国のガバナンスの現代化と『権威
主義体制』の再構築－基層社会の視点から」2023 年 1 月 22 日報告)。新型コロナウィルス感染
症のパンデミックという危機を克服する能力として「理解可能性・統治責任・応答性」があげら
れるが、中国の事例を通して権威主義体制の脆弱性の問題を検討する課題も明らかとなった(宇
野、2021:18-19)。 
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